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第2期スポーツ振興計画における本PJの位置づけ

第2期スポーツ基本計画の目標である、スポーツ実施率の向上にむけて、
スポーツ環境の整備促進に資する指標を作成しました

『スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大と、そのための人材育成・場の充実』
【政策目標】
ライフステージに応じたスポーツ活動の推進とその環境整備を行う。その結果として、成人のスポーツ実施率を週１回以上が 65％程度(障害
者は 40％程度)、週3回以上が 30％程度(障害者は 20％程度)となることを目指す

『スポーツ施設やオープンスペース等のスポーツに親しむ場の確保』
【施策目標】

既存施設の有効活用や、オープンスペース等のスポーツ施設以外のスポーツができる場の創出を含め、ストックの適正化と安全で多様なス
ポーツ環境の持続的な確保を目指す。そのため、地域住民がスポーツに利用可能な施設の実態を的確に把握し、スポーツ施設に関する計
画の策定を進める

『スポーツのしやすさ指標の策定』
1. 地方公共団体によるスポーツ環境整備の取り組み促進を目的として、体育・スポーツ施設現況調査結果や、既存の公表資料等を用いて、
地域のスポーツ環境の状況を分析するとともに、地域のスポーツのしやすさに関する指標を提案する

2. 1．の検討において指導、助言を得るため、学識経験者、行政、民間企業等へヒアリングを実施する

第2期スポーツ基本計画
~5か年で総合的に取り組むべき計画~
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「スポーツのしやすさ指標」の考え方

「スポーツのしやすさ指標」は段階的に策定します。今フェーズでは既存調査で
評価可能な、「体育・スポーツ施設の利用のしやすさ」を策定しました

1. 地方公共団体によるスポーツ環境整備の取り組み促進を目的として、体育・スポーツ施設現況調査結果や、既存の公表
資料等を用いて、地域のスポーツ環境の状況を分析するとともに、地域のスポーツのしやすさに関する指標を提案する

2. 1．の検討において指導、助言を得るため、学識経験者、行政、民間企業等へヒアリングを実施する

スポーツのしやすさ指標/ランキング指標策定に向けたインプット

主要な既存公表資料 出所

体育・スポーツ施設現況調査

社会教育調査

スポーツライフ・データ

文部科学省

文部科学省

笹川スポーツ
財団

他

PJ概要

体育・スポーツ施設における
スポーツ利用のしやすさ

道路・公園・オープンスペースにおける
スポーツ利用のしやすさ

自治体によるスポーツ実施率向上に
向けた体制整備

指標の項目

ハ
ー
ド

ソ
フ
ト

 既存の資料だけではスポーツのする場所の多様化を考慮したスポーツのしやすさを網羅的に評価できないと思料
 そのため今フェーズでは、既存資料で検討可能な「体育・スポーツ施設の利用のしやすさ」の指標を策定
 加えて段階的な「スポーツのしやすさ指標」の策定に向けて、追加調査を検討すべきと思料

既存資料で
評価可能

既存資料では
評価が難しい

凡例

体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書5



6 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

PJアプローチ

本PJでは、「体育・スポーツ施設の利用しやすさ指標」を策定し、有識者への
ヒアリングを通して妥当性を検証しました

(2)ヒアリング
実施

自治体・有識者への
ヒアリングの実施

(1) 「体育・
スポーツ施設
の利用
しやすさ」
指標の策定

「体育・

スポーツ施設
の現況調査」
項目分析

スポーツ実施
者の分析・あ
るべき環境像
の仮説立案・

検証

指標項目・
評価基準の
仮説立案・
検証

報告書
作成

1自治体で
評価を実施

指標項目・
評価基準の
最終化

仮説の妥当性を
ヒアリングにより検証

検証
結果
反映



本PJの実施結果

本PJでは「体育・スポーツ施設の利用しやすさ」指標の策定とヒアリングの実施、
次年度以降の取り組みに関する方向性の検討を実施しました

2019年 2020年

12月 1月 2月 3月

16 23 6 14 20 27 3 10 17 24 2 9 16

（１）「体育・スポーツ施設の利用しやすさ」指標の策定

「体育・スポーツ施設の現況調査」結果分析

「スポーツをする人」の環境・ニーズ分析

指標項目・評価基準の仮説立案・検証

指標項目・評価基準の最終化

1自治体で評価の実施

（２）ヒアリングの実施

ヒアリング項目の作成

ヒアリングの実施(10名）

ヒアリング結果報告書作成

（３）報告書のとりまとめ

報告書とりまとめ・最終化

次年度以降の取り組みに関する方向性検討

▼契約締結 ▼最終
報告
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▼定例会議 ▼定例会議 ▼定例会議▼ Kick Off ▼定例会議
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ヒアリング実施先一覧

本PJでは有識者・自治体にヒアリングを実施し、指標の妥当性を検証しました

検証項目 氏名等 役職 専門等

施設政策

舟橋弘晃 早稲田大学スポーツ科学学術院 講師 スポーツマネジメント、スポーツ政策、スポーツ経済学が専門

石黒えみ
亜細亜大学経営学部ホスピタリティ・マネ
ジメント学科スポーツ・ホスピタリティコース
専任講師

スポーツ科学、スポーツ施設の指定管理者戦略が専門

秋吉遼子
東海大学体育学部スポーツ・レジャーマネ
ジメント学科 助教

スポーツ社会学、生涯スポーツが専門。公共スポーツ施設におけ
る評価指標としての利用者満足に関する研究を実施

自治体の取組

広島市
広島市スポーツ振興計画を基に、高いスポーツ実施率の目標を
掲げ取組を実施

さいたま市
さいたま市スポーツ振興まちづくり計画を基に、スポーツコミッショ
ンの誘致等、スポーツ実施率向上にむけた積極的な取組を実施

長岡市
長岡市スポーツ推進計画を基に、スポーツを通じたまちづくりを目
指し、新潟アルビレックスＢＢ等と連携するなど、スポーツ振興に
向けた多面的な取組を実施

女性スポーツ 山口理恵子
城西大学経営学部マネジメント総合学科
准教授

女性スポーツ政策、スポーツ・ジェンダーが専門。「女性のためのス
ポーツ文化」を提言

ビジネスパーソン
スポーツ

株式会社ティップネス
都心部を中心にサラリーマン・女性をターゲットにした民間スポーツ
施設を展開

障がい者スポーツ 藤田紀昭
日本福祉大学スポーツ科学部学部長
教授

障害者スポーツが専門。公益財団法人ヤマハ発動機スポーツ振
興財団障害者スポーツ・プロジェクトリーダーも務める

高齢者スポーツ 長ヶ原誠
神戸大学大学院人間発達環境学研究科
教授

生涯にわたるスポーツの振興を「ジェロントロジー(加齢発達学)」の
観点から研究



「体育・スポーツ施設の利用しやすさ指標」の策定
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スポーツ実施率向上にむけた方向性

スポーツ実施率向上にむけて、スポーツをしたくてもできない人の実施障壁を下げ
スポーツをしない人の意向を高めるというアプローチで指標を策定しました

Lv3：スポーツを
しない人

ス
ポ
ー
ツ
の
実
施
意
向

高

ス
ポ
ー
ツ
の
実
施
意
向

低

スポーツへの障壁 高

Lv2：スポーツをしたくても
できない人

Lv1：スポーツを
している人

スポーツへの障壁 低

①

②

① スポーツ実施に伴う障壁を下げる
② スポーツをしない人の実施意向を高める

スポーツの実施率
向上にむけた

環境整備の方向性

分類

Lv.3

スポーツを
しない人

Lv.2

スポーツを
したくても
できない人

Lv.1

スポーツを
している人

定義

スポーツ実施意向が高く、
各個人の職業・身体的特徴
等によらず、スポーツを
している人

スポーツ実施意向は高いが、
各個人の職業・身体的
特徴等が障壁となり、
スポーツができない人
(女性・ビジネスパーソン・
障がい者・高齢者*)

スポーツ実施障壁の
高低に関わらず、
スポーツ実施意向が低く
スポーツをしない人

求めるスポーツ環境像

―

個人の職業・身体的特徴に
関わらず、誰もが利用でき
る環境があること

特になし
(自治体による、市民のス
ポーツ実施を促進する仕組
みづくりが必要)

*スポーツ庁 「スポーツ実施率向上のための行動計画」・「第2期スポーツ基本計画」を基に選定
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指標項目(仮説)策定の流れ

ターゲットごとにスポーツ実施の阻害要因から施設に必要な要件を導出することで、
指標項目の仮説を策定しました

 スポーツ実施者を
分類し、スポーツ
実施率の低い人を
ターゲットに選定

 既存調査結果*を
基に、ターゲットの
スポーツ実施阻害
要因を分析

 スポーツ実施阻害
要因を基に、利用
しやすいスポーツ
施設の必要要件を
策定

 必要要件から、
スポーツ施設の
利用しやすさ指標の
観点を抽出

 指標の観点を基に、
指標項目を策定

ターゲットの整理
ターゲットの実施
阻害要因分析

利用しやすい施設の
必要要件策定

指標の観点抽出 指標項目策定

スポーツを
しない人

スポーツ
をしたく
ても

できない
人

ターゲット

 スポーツをする施
設・場所がない

 時間がない
 金銭的余裕がない
 仲間がいない

実施阻害理由(一部)

 面倒くさい
 スポーツが嫌い
 スポーツ以上に大切
なことがある

必要要件(一部)

 多様なスポーツ施設
があること

 アクセスしやすいこと
 利用可能時間が長
いこと

 自治体による、市民
のスポーツ実施を促
進する取り組みがあ
ること

大項目

アクセス性

サービスの充実性

利用条件の柔軟性

設備の充実性

施設の充足性

認知向上の取組の
充実性

整備・管理運営の
計画性

指標項目(一部)

駐車場の有無

スポーツ教室

利用可能時間

更衣室の有無

スポーツ施設の種類

イベントの開催

市民へのニーズ調査

概要

女性

ビジネス
パーソン

障がい者

高齢者
具体例

*スポーツ庁平成30年度「スポーツの実施状況等に関する世論調査」



ヒアリングの実施
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ヒアリング事項

指標の策定意義や必要要件の仮説について、有識者や自治体へヒアリングを実施し、
妥当性を検証しました

概要

①指標の策定意義 ②指標の策定方法 ③必要要件の妥当性

指標を策定することで自治体の

施設整備推進に寄与できるか
ターゲットの実施阻害要因
から施設に必要な要件を
導出するアプローチは適切か

利用しやすい施設の必要要件
の仮説は妥当か

内容

指標を用いて自治体ごとに

点数化し評価することは、

自治体の施設整備の現状

把握に有効か

優良事例を抽出し紹介する

ことは、自治体の施設整備

の施策立案に有効か

ターゲットごとの実施阻害
要因から導出した施設に
必要な要件の仮説は妥当か
• スポーツをしたくても
できない人
女性
ビジネスパーソン
障がい者
高齢者

• スポーツをしない人

実施したくてもできない人の

実施障壁を下げ、実施しない

人の実施意向を高めるという

アプローチでは適切か
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指標の策定意義に関する検証結果

指標を策定することで他自治体との比較や優良事例の把握ができることは自治体の
施設整備にとって有効であることを確認しました

自治体を点数化し
評価することは有効か

点数化できない内容も
指標化し、優良事例を
紹介することは有効か

ヒアリング結果概要

 有効である
 他の自治体や施設と比較できる
 自治体の現状を把握できる

ヒアリング結果を踏まえた指標策定の方向性

 有効である
 利用しやすい施設の観点として
整備された指針や優良事例は、
施設整備計画の策定時や施設の
新設・改修時に参考にできる

 自治体を点数化し、評価することの意義を確認した
 仮説通り、既存データで評価可能な指標項目については
評価することで、他自治体との比較を可能にし、自治体の
現状把握を促す

 利用しやすい施設の観点を指標として策定することの意義を
確認した
 仮説通り、指標を策定することで利用しやすさの観点を出し、
その観点に沿って優良事例を抽出し公表することで、自治体
の施設整備を促進する

① ② ③
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指標の策定方法に関する検証結果

阻害要因緩和に向けて施設に必要な要件を基に指標を策定するという方法が妥当で
あることを確認し、仮説通りの方法で指標策定を進めました

ヒアリング結果概要 ヒアリング結果を踏まえた指標策定の方向性

 妥当である
 施設起点で実施阻害要因を緩和するとい
うアプローチは、実施率の向上に寄与する
 スポーツをしない人の実施を促進する
ためには、既にしている人の口コミが
重要であることから、既にしている人の
満足度を下げない取り組みが必要であ
る

 当初の仮説通り、施設起点で、実施したくてもできない人の
実施障壁を下げ、実施しない人の実施意向を高めるという
アプローチで指標を策定した
 既にスポーツをしている人の満足度が下がる要因である
「混雑」を緩和する項目を指標化した

 スポーツをしたくてもできない人は、女性・ビジネスパーソン・
障がい者・高齢者を選定した

スポーツへの障壁 高

スポーツへの障壁 低

ス
ポ
ー
ツ
の
実
施
意
向

低

ス
ポ
ー
ツ
の
実
施
意
向

高

Lv3：スポーツを
しない人

Lv2：スポーツを
したくてもできない人

Lv1：スポーツを
している人

障壁を
下げる

意向を
高める

指標の
策定方法は
妥当か

① ② ③
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女性の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果1/2

女性のスポーツ実施促進には「時間の確保」・「アクセス性の向上」・「周囲の目等の
心理的障壁の緩和」が必要と伺い、指標項目に反映しました

阻害要因

 フルタイムで働いている人も利用できる時

間帯に開放していること

 仕事や家事で多忙な合間を縫ってスポーツ

を実施できるよう、利用までに時間を要しな

いこと

 スポーツ実施にかける予算が少なくても施

設を利用できるよう、利用料金が安いこと

 スポーツへの苦手意識やネガティブなイ

メージを払拭できるような教室・イベントの

開催や魅力の発信があること

 子供がいながらも施設を利用できる環境が

あること

 妊娠・出産等のライフイベントに応じたス

ポーツを紹介する教室の開催や情報提供

があること

 健康維持等のスポーツ実施のメリットや必

要性を伝える情報が提供されていること

施設の必要要件

 スポーツにかけるほどの金銭的余裕

がない

金銭面

 苦手意識・ネガティブなイメージがあ

る

 妊娠・出産等のライフイベントにより

スポーツ習慣が途絶えると再開しに

くい

 スポーツ実施の必要性を感じていな

い

心理面

 仕事・家事・育児が忙しく、スポーツ

を実施する時間がない

時間面

ヒアリング結果

 特に若者は仕事や家事、育児等に忙
しいことが実施障壁となっている〇

 駅近等、自宅や会社の動線にスポーツ
施設があり、ついで利用が可能である
ことがスポーツ実施に重要である〇

 スポーツ実施には、利用料金が安いこ
とも重要〇

① ② ③

 子供がいながらも施設を利用できる環
境の需要はある
•託児サービスは運営コストの観点か
ら導入が難しいだけでなく、子供を預
けてスポーツを実施するよりも親子で
スポーツを実施するニーズの方があ
る

⇒「託児サービス」ではなく「親子向け教
室」を指標化

△

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：



17 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

女性の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果2/2

女性のスポーツ実施促進には「時間の確保」・「アクセス性の向上」・「周囲の目等の
心理的障壁の緩和」が必要と伺い、指標項目に反映しました

阻害要因

 フルタイムで働いている人も利用できる時

間帯に開放していること

 仕事や家事で多忙な合間を縫ってスポーツ

を実施できるよう、利用までに時間を要しな

いこと

 スポーツ実施にかける予算が少なくても施

設を利用できるよう、利用料金が安いこと

 スポーツへの苦手意識やネガティブなイ

メージを払拭できるような教室・イベントの

開催や魅力の発信があること

 子供がいながらも施設を利用できる環境が

あること

 妊娠・出産等のライフイベントに応じたス

ポーツを紹介する教室の開催や情報提供

があること

 健康維持等のスポーツ実施のメリットや必

要性を伝える情報が提供されていること

施設の必要要件

 スポーツにかけるほどの金銭的余裕

がない

金銭面

 苦手意識・ネガティブなイメージがあ

る

 妊娠・出産等のライフイベントにより

スポーツ習慣が途絶えると再開しに

くい

 スポーツ実施の必要性を感じていな

い

心理面

 仕事・家事・育児が忙しく、スポーツ

を実施する時間がない

時間面

ヒアリング結果

 自分のボディイメージや運動能力に自
信を持てない女性は周囲の目を気にし
たり、運動実施に対するモチベーション
が低い傾向にある。そのため女性向け
や初心者向けの教室を開催することは
施設利用促進に有効である

〇

 スポーツ施設では、スポーツだけでなく
健康の情報も一緒に与えると効果的で
ある

 スポーツ実施に対し多様な価値を見出
すことでスポーツ実施率の向上が見込
める

• コンディショニングも含めてスポーツ
であるという考え方

• “筋肉女子”等のスポーツに対する
イメージ向上のマーケティング戦略

〇

① ② ③

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：



体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

ビジネスパーソンの施設利用促進に必要な要件に関する検証結果1/2

ビジネスパーソンのスポーツ実施には、時間的・金銭的余裕がないことが障壁と
なっていると伺い、指標項目に反映しました

 多忙な合間にもスポーツを実施できるよう、

施設の利用可能時間・日数が長いこと

 利用料金が安く、金銭面がスポーツ施設利

用の障壁にならないこと

 仕事や外出のついでに利用できるようシャ

ワーや更衣室が完備されていること

 仕事や外出のついでに利用できるようス

ポーツ用具のレンタルサービスがあること

 自宅や職場の近くにスポーツ施設があり、

アクセスしやすいこと

 利用手続きが簡略化されていること

 施設の利用を促進する体制・仕組みがある

こと

施設の必要要件

 施設の魅力を発信するイベントがあること

阻害要因

 仕事・家事に忙しく、スポーツを実施

する時間がない

時間面

 スポーツにかけるほどの金銭的余裕

がない

金銭面

 自宅や職場の近くにスポーツを実施

する場所や施設がない

 忙しい合間にスポーツを実施するの

が面倒くさい

 スポーツ以上に大切なことがある
心理面

ヒアリング結果

 ビジネスパーソンは仕事が忙しく時間
がないことが最大の実施障壁となって
いる

〇

 ビジネスパーソンは自由に使えるお金
が少ないことが実施障壁となっている
•提供されるサービスの価値が高けれ
ば高い料金を支払う利用者も多いも
のの、利用料金が安価であれば新し
い利用者は増加する

〇

 駅近等、自宅や会社の動線にスポーツ
施設があり、アクセスしやすいことがス
ポーツ実施に重要である

〇

 特に女性にとって清潔に利用できるこ
とは重要である〇

① ② ③

18

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：

 都会のビジネスパーソンに限定して一
定のニーズはあるものの、利用しやす
さに直結しているかは不明である

⇒レンタルサービスは指標化しない
×



体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

ビジネスパーソンの施設利用促進に必要な要件に関する検証結果2/2

ビジネスパーソンのスポーツ実施には、時間的・金銭的余裕がないことが障壁と
なっていると伺い、指標項目に反映しました ① ② ③
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 多忙な合間にもスポーツを実施できるよう、

施設の利用可能時間・日数が長いこと

 利用料金が安く、金銭面がスポーツ施設利

用の障壁にならないこと

 仕事や外出のついでに利用できるようシャ

ワーや更衣室が完備されていること

 仕事や外出のついでに利用できるようス

ポーツ用具のレンタルサービスがあること

 自宅や職場の近くにスポーツ施設があり、

アクセスしやすいこと

 利用手続きが簡略化されていること

 施設の利用を促進する体制・仕組みがある

こと

施設の必要要件

 施設の魅力を発信するイベントがあること

阻害要因

 仕事・家事に忙しく、スポーツを実施

する時間がない

時間面

 スポーツにかけるほどの金銭的余裕

がない

金銭面

 自宅や職場の近くにスポーツを実施

する場所や施設がない

 忙しい合間にスポーツを実施するの

が面倒くさい

 スポーツ以上に大切なことがある
心理面

ヒアリング結果

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：

 予約システムを導入し利用手続きを簡
略化したことにより、予約のために施設
に出向く必要がなくなり利便性が向上
した事例がある

〇

 非実施者の実施を促進するためには、
実施ニーズのある種目を把握し提供し
た上で、その成果を評価する仕組みづ
くりが最も重要である

⇒但し、市民へのニーズ調査は調査する
内容・深さが重要であり評価が難しい
ため、優良事例を紹介することで施設
整備促進に寄与する

〇

 実施意向のない人の利用を促進する
ためには、まず施設を認知してもらう働
きかけが重要である

〇

 スポーツ以外の目的と併せて実施を可
能とする環境をつくることは効果的だ
が、インセンティブを与えることで効果
があがった事例はない

⇒インセンティブを与えることは必要要件
でないことを確認したため、指標化しな
い

×



20 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

障がい者の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果1/2

障がい者のスポーツ実施促進には、「施設のバリアフリー化」・「指導者の存在」・
「情報提供」が重要であると伺い、指標に反映しました ① ② ③

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：

 スポーツ実施までに時間と手間を

要し、気軽にスポーツができない

 スポーツにかけることのできる時間

が少ない

 人の目が気になる

 スポーツに関心がない

 スポーツを実施するほどの体力が

ない

 障害に適したスポーツがない

 スポーツにかけるほどの金銭的余裕

がない

 スポーツ施設までの移動手段がない

 障がい者が利用できる施設が少ない

 障がい者スポーツをする仲間が

いない

時間面

心理面

身体面

金銭面

環境面

阻害要因

 障がいの特徴に応じたスポーツ実施を

サポートする体制が整っていること

 障がい者の経済力に妥当な料金体系で

あること

 障がい者も利用できる仕様の施設がある

こと

 障がい者もアクセスしやすく、スポーツ実施

までに時間を要しないこと

 スポーツ施設までの送迎サービスがある

こと

 障がい者がコミュニティを形成したり、

健常者と一緒にスポーツを楽しめる環境が

整っていること

 施設の利用を促進する体制・仕組みがある

こと

 施設の魅力を発信するイベント・広報が

あること

施設の必要要件 ヒアリング結果

 障がい者のスポーツ実施には指導者
の存在が重要である

•指導者は、日本障がい者スポーツ協
会が指定するスポーツ指導員資格の
中級以上を保有すべき

⇒障がい者の指導者資格の保有人数を
指標化

△

 時間的・金銭的余裕がないことは障害
の有無に関わらずスポーツ実施の障
壁となっている〇

 障がい者は施設までの移動手段がな
いことが障壁となっている

•送迎サービスは障がい者用施設で普
及してきているが未だ十分ではない

〇



21 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

障がい者の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果2/2

障がい者のスポーツ実施促進には、「施設のバリアフリー化」・「指導者の存在」・
「情報提供」が重要であると伺い、指標に反映しました

ヒアリング結果

 スポーツ実施までに時間と手間を

要し、気軽にスポーツができない

 スポーツにかけることのできる時間

が少ない

 人の目が気になる

 スポーツに関心がない

 スポーツを実施するほどの体力が

ない

 障害に適したスポーツがない

 スポーツにかけるほどの金銭的余裕

がない

 スポーツ施設までの移動手段がない

 障がい者が利用できる施設が少ない

 障がい者スポーツをする仲間が

いない

時間面

心理面

身体面

金銭面

環境面

阻害要因

 障がいの特徴に応じたスポーツ実施を

サポートする体制が整っていること

 障がい者の経済力に妥当な料金体系で

あること

 障がい者も利用できる仕様の施設がある

こと

 障がい者もアクセスしやすく、スポーツ実施

までに時間を要しないこと

 スポーツ施設までの送迎サービスがある

こと

 障がい者がコミュニティを形成したり、

健常者と一緒にスポーツを楽しめる環境が

整っていること

 施設の利用を促進する体制・仕組みがある

こと

 施設の魅力を発信するイベント・広報が

あること

施設の必要要件

 バリアフリー整備は障がい者のスポー
ツ施設利用に必須である

• バリアフリーは法律の範疇を超えた
整備・工夫がされていることを評価
すべき

⇒指標化するものの定量的に評価できな
いため優良事例を紹介することで施設
整備促進に寄与する

△

 共生社会の観点や、施設の運営側の
視点からも“障がい者用”ではなく、障
害の有無に関係なく共にスポーツを実
施できる環境づくりが重要

⇒障がい者に特化したプログラム等の取
組は指標化しない（障害の有無に関係
なくスポーツを実施できる環境づくりに
重要な「障がい者をサポートする指導
者の存在」を指標化する）

×

 障害があっても実施できるスポーツの
情報や、スポーツを実施できる施設の
情報を与えられる体制が重要

⇒“障がい者用”の情報提供を行う体制を
指標化

△

① ② ③

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：



22 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

高齢者の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果1/2

高齢者のスポーツ実施促進には健康増進だけでなく競技性を追求した多様な種目を
実施できる環境づくりが必要と伺い、指標に反映しました

ヒアリング結果

 実施したい種目をできる施設がないこ
とや、昔実施していたスポーツをもう一
度実施したいと思ったときにそのス
ポーツのレベルが身体状況に合致しな
いことが、実施を妨げている

• 施設で提供されるプログラムを高齢
者でも実施可能なものに変える必要
がある

〇

 医者や理学療法士が実施可能なス
ポーツを紹介したり、地域においてス
ポーツができる環境を伝達することが
重要である

〇

 施設の設備の整備状況も高齢者のス
ポーツ実施に影響を与える〇

① ② ③

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：

阻害要因

 スポーツ教室で高齢者の身体状況に応じ

た指導を受けられるサービス・教室がある

こと

 身体状況に応じた実施可能なスポーツの

情報が提供されていること

 スポーツ実施のきっかけづくりや魅力発信

となるイベントやスポーツ教室の開催があ

ること

 スポーツのメリットや必要性を伝える情報

が提供されていること

 身体状況に不安がある人も利用できる施

設の仕様になっていること

施設の必要要件

 スポーツ実施のきっかけやスポーツ

の魅力を実感することがなかったた

めに、面倒くさいや嫌いといったネガ

ティブなイメージを持っている

心理面

 加齢や病気・けが等の身体状況に不

安があることからスポーツを実施して

いない

身体面



23 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

高齢者の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果2/2

高齢者のスポーツ実施促進には健康増進だけでなく競技性を追求した多様な種目を
実施できる環境づくりが必要と伺い、指標に反映しました

阻害要因

 スポーツ教室で高齢者の身体状況に応じ

た指導を受けられるサービス・教室がある

こと

 身体状況に応じた実施可能なスポーツの

情報が提供されていること

 スポーツ実施のきっかけづくりや魅力発信

となるイベントやスポーツ教室の開催があ

ること

 スポーツのメリットや必要性を伝える情報

が提供されていること

 身体状況に不安がある人も利用できる施

設の仕様になっていること

施設の必要要件

 スポーツ実施のきっかけやスポーツ

の魅力を実感することがなかったた

めに、面倒くさいや嫌いといったネガ

ティブなイメージを持っている

心理面

 加齢や病気・けが等の身体状況に不

安があることからスポーツを実施して

いない

身体面

ヒアリング結果

 ワールドマスターズゲームズ等大規模
スポーツイベントを開催すると、開催前
から行動変容が起こり実施率も向上す
ることがわかっており、公共スポーツ施
設の利用も促進されると思料

 高齢者は学習志向が強いため、語学
や芸術、歴史等の文化的要素とパッ
ケージにした取り組みを実施すると効
果的である

〇

 スポーツ施設では、スポーツだけでなく
健康の情報も一緒に与えると効果的で
ある〇

① ② ③

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：
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実施意向のない人の施設利用促進に必要な要件に関する検証結果

実施意向のない人の実施促進には「非実施者へのニーズ調査」や「実施のきっかけ
づくり」が重要と伺い、指標項目に反映しました

 スポーツ施設利用を促進する体制・仕組み

づくりがあること

• 自治体が市民へニーズ調査を実施し、

その結果を反映した施策を立案・実行し

評価するという体制を構築していること

 スポーツ実施のきっかけづくりや魅力発信

となるイベントの開催、広報があること

施設の必要要件

 スポーツ実施にインセンティブを与える仕組

みづくりがあること

阻害要因

 スポーツに対してネガティブなイメー

ジがある

 スポーツ実施の必要性を感じない

 スポーツ以上に大切なことがある
心理面

ヒアリング結果

 非実施者の実施を促進するためには、
実施ニーズのある種目を把握し提供し
た上で、その成果を評価する仕組みづ
くりが最も重要である

⇒但し、市民へのニーズ調査は調査する
内容・深さが重要であり評価が難しい
ため、優良事例を紹介することで施設
整備促進に寄与する

〇

 実施意向のない人の利用を促進する
ためには、まず施設を認知してもらう働
きかけが重要である〇

 スポーツ以外の目的と併せて実施を可
能とする環境をつくることは効果的だ
が、インセンティブを与えることで効果
があがった事例はない

⇒インセンティブを与えることは必要要件
でないことを確認したため、指標化しな
い

×

① ② ③

〇：仮説が妥当であり、指標化した項目

△：仮説が妥当であるが、指標を変更した項目

×：仮説が妥当でなく、指標化しなかった項目
凡例：
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指標項目(最終版)1/3

指標項目はヒアリングを通して仮説の検証を行い、最終化しました

大項目(利用しやすい施設の観点) 指標項目

施設の充足性

 人口1人あたりの施設数

 人口1人あたりの年間最大利用可能枠数

 スポーツ施設の種類

 学校体育施設の開放有無

 特別支援学校の開放有無

• 施設が混雑し利用できない状況を防ぐため、
人口に対し十分な施設数・利用枠数が確保
されているかを見る

• また、やりたい種目を実施できる施設がある
かを見る

 但し、人口に対して施設数が多くても利用
率の低い施設があれば有効活用できる
よう検討すべき

設備の充実性

 空調の有無

 シャワーの有無

 更衣室の有無

 スロープ設置の設置状況

 点字による案内の設置状況

 簡易昇降機の設置状況

 エレベーターの設置状況

 障がい者浴室の設置状況

• 施設の中の設備が、施設利用に障壁のある
人(障がい者・高齢者)も含めて誰もが利用し
やすいように整備されているかを見る
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指標項目(最終版)2/3

指標項目はヒアリングを通して仮説の検証を行い、最終化しました

大項目(利用しやすい施設の観点) 指標項目

アクセス性

 都市計画区域1㎢あたりの施設数

 最寄りの公共交通機関からの徒歩時間

 駐車場の有無

 障がい者用駐車場の有無

 駐輪場の有無

 障がい者専用施設における送迎サービスの有無

 スポーツ以外の機能を有した施設と併せて利用できる施設の配置

• 公共交通機関・車・自転車等、多様な移動
手段に対応しているかを見る

• 障がい者等の移動手段がない人やビジネス
パーソン・女性等の多忙な人も含め、誰もが
アクセスしやすいかを見る

利用条件の
柔軟性

 利用可能時間

 開館・閉館日数

 利用料金

 施設の予約システムの有無

• 時間的余裕のないビジネスパーソン・女性や
経済的余裕のない人が利用しやすいよう、
利用可能時間や利用料金等の条件が柔軟で、
利用手続きが煩雑でないかを見る
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指標項目(最終版)3/3

指標項目はヒアリングを通して仮説の検証を行い、最終化しました

大項目(利用しやすい施設の観点) 指標項目

認知向上の
取組の充実性

 施設の認知向上に資するイベントの開催

 施設利用促進に資する情報の提供状況

 障がい者の施設利用促進に資する情報の提供状況

• 実施意向のない人が施設を認知できるような
イベントの開催や情報提供等の取り組みが
実施されているかを見る
 障がい者に対しても情報が行き届いて
いるかを見る

整備・管理運営
の計画性

 市民の施設に対するニーズ調査の実施状況

 スポーツ推進計画の策定状況

 施設利用に関する計画・目標の策定状況

 個別施設計画の策定状況

 施設整備の実行に対する評価の実施状況

• 自治体が施設整備促進に向けて市民の

ニーズを把握し、計画を策定、実行しているか
を見る

サービスの
充実性

 初心者向けスポーツ教室の実施状況

 親子向けスポーツ教室の実施状況

 女性向けスポーツ教室の実施状況

 高齢者向けスポーツ教室の実施状況

 日本障がい者スポーツ協会が指定するスポーツ指導員資格中級
以上の保有人数

 人口1人あたりの専任指導系職員の人数

• スポーツ実施に障壁のある人(女性・高齢者・
障がい者・実施意向のない人)の利用を促進
するような教室の開催やサポート体制の整備
等のサービスが充実しているかを見る
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指標項目の分類

指標項目は、既存データで評価可能な項目・データを収集することで評価可能な
項目・定量的に評価できない項目の3つに分類できます

指標項目

体育・スポーツ施設の現況調査や社会教育調査等の既存データから
定量的に評価可能な項目

①既存データで評価可

現時点ではデータがなく評価できないものの、今後データを入手
できれば定量的に評価可能な項目
現況調査の調査項目へ追加するか、システムや別の調査を
活用することで網羅的にデータを入手することが必要

②データを収集することで評価可

ソフト面の要素が強く定量的な評価が難しい項目
自治体や施設種別により利用しやすさへの影響度が大きく異なること
から、点数化し全自治体を横並びで評価するのではなく、優良事例を
共有することが効果的な項目

③定量的に評価不可
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来年度のアプローチ（案）

来年度は自治体へのヒアリングを通して、指標項目を確定させ公表を実施し、
活用方法の提言を行います

2020/6-7 2020/8-12 2021/1-2

（1）指標項目の確定

（2）指標の公表

（3）指標活用の方向性

指標項目の整理

公表方法の検討

活用方法の
施策立案

指標項目の確定

指標活用の
阻害要因の整理・
解決方法の検討

公表の準備・実施

自治体へ
ヒアリングの実施

※ヒアリング対象
自治体の選定
方針の検討が

必要

指標項目が施設整備の
推進において妥当か

自治体にとってどういった
公表方法が望ましいか

指標活用における
阻害要因と対応施策が

有効か
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評価のアウトプットイメージ（さいたま市）
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評価のアウトプットイメージ(さいたま市の場合)1/3

評価のアウトプットは、指標項目を全件可視化し、既存データで評価可能な項目に
ついては点数化を実施することを想定しています

大項目(利用しやすい施設の観点) 指標項目 分類* さいたま市の評価点

施設の充足性  施設が混雑し利用できない状況を防
ぐため、人口に対し十分な施設数・利
用枠数が確保されているかを見る

 また、やりたい種目を実施できる施設
があるかを見る
 但し、人口に対して施設数が多くて
も利用率の低い施設があれば有
効活用できるよう検討すべき

人口1人あたりの施設数 ① N/A

人口1人あたりの利用可能枠数 ③ ―

スポーツ施設の種類 ① N/A

学校体育施設の開放有無 ① 4点

特別支援学校の開放有無 ② N/A

設備の充実性  施設の中の設備が、施設利用に障壁
のある人(障がい者・高齢者)も含めて
誰もが利用しやすいように整備されて
いるかを見る

空調の有無 ② N/A

シャワーの有無 ② N/A

更衣室の有無 ② N/A

スロープ設置の設置状況 ③ ―

点字による案内の設置状況 ③ ―

簡易昇降機の設置状況 ③ ―

エレベーターの設置状況 ③ ―

障がい者浴室の設置状況 ③ ―

社会教育調査のデータが
不完全なことにより評価不可

凡例：

*分類についてはP29参照
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評価のアウトプットイメージ(さいたま市の場合)2/3

評価のアウトプットは、指標項目を全件可視化し、既存データで評価可能な項目に
ついては点数化を実施することを想定しています

大項目(利用しやすい施設の観点) 指標項目 分類* さいたま市の評価点

アクセス性  公共交通機関・車・自転車等、多様な
移動手段に対応しているかを見る

 障がい者等の移動手段がない人やビ
ジネスパーソン・女性等の多忙な人も
含め、誰もがアクセスしやすいかを見
る

都市計画区域1㎢あたりの施設数 ① N/A

最寄りの公共交通機関からの徒歩時間 ② N/A

駐車場の有無 ② N/A

障がい者用駐車場の有無 ① N/A

駐輪場の有無 ② N/A

障がい者専用施設における送迎サービスの有無 ② N/A

スポーツ以外の機能を有した施設と併せて利用でき
る施設の配置

③ ―

利用条件の柔軟
性

 時間的余裕のないビジネスパーソン・
女性や経済的余裕のない人が利用し
やすいよう、
利用可能時間や利用料金等の条件が
柔軟で、利用手続きが煩雑でないかを
見る

利用可能時間 ② N/A

開館・閉館日数 ② N/A

利用料金 ② N/A

施設の予約システムの有無 ② N/A

社会教育調査のデータが
不完全なことにより評価不可

凡例：

*分類についてはP29参照
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評価のアウトプットイメージ(さいたま市の場合)3/3

評価のアウトプットは、指標項目を全件可視化し、既存データで評価可能な項目に
ついては点数化を実施することを想定しています

大項目(利用しやすい施設の観点) 指標項目 分類* さいたま市の評価点

サービスの充実性  スポーツ実施に障壁のある人(女性・
高齢者・障がい者・実施意向のない
人)の利用を促進するような教室の開
催やサポート体制の整備等のサービ
スが充実しているかを見る

初心者向けスポーツ教室の実施状況 ③ ―

親子向けスポーツ教室の実施状況 ③ ―

女性向けスポーツ教室の実施状況 ③ ―

高齢者向けスポーツ教室の実施状況 ③ ―

日本障がい者スポーツ協会が指定するスポーツ指導
員資格中級以上の保有人数

② N/A

人口1人あたりの専任指導系職員の人数 ① 1点

整備・管理運営の
計画性

 自治体が施設整備促進に向けて市民
のニーズを把握し、計画を策定、実行
しているかを見る

市民の施設に対するニーズ調査の実施状況 ③ ―

スポーツ推進計画の策定状況 ③ ―

施設利用に関する計画・目標の策定状況 ③ ―

個別施設計画の策定状況 ③ ―

施設整備の実行に対する評価の実施状況 ③ ―

認知向上の取組
の充実性

 実施意向のない人が施設を認知でき
るようなイベントの開催や情報提供等
の取り組みが実施されているかを見る
 障がい者に対しても情報が行き届
いているかを見る

施設の認知向上に資するイベントの開催 ③ ―

施設利用促進に資する情報の提供状況 ③ ―

障がい者の施設利用促進に資する情報の提供状況 ③ ―

社会教育調査のデータが
不完全なことにより評価不可

凡例：

*分類についてはP29参照
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既存データで評価可能な項目の評価基準

定量的に評価可能な指標項目は、評価基準を用いて評価します

*スポーツ庁平成30年度「スポーツの実施状況等に関する世論調査」

評価基準指標項目

施設の
充足性

• 人口1人あたりの施設数

• スポーツ施設の種類

• 学校体育施設の開放有
無

アクセ
ス性

• 障がい者用駐車場の有
無

• 都市計画区域1㎢あたり
の施設数

自治体
の評価

自治体
の評価

自治体
の評価

自治体
の評価

自治体
の評価

1 2 3 4 5

~0.0006 ~0.0012 ~0.0018 ~0.0024 0.0025~

1 2 3 4 5

~5種類 ~10種類 ~15種類 ~20種類 21種類~

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

※開放している学校体育施
設の割合で評価

※世論調査*で国民の1%以上

が今後実施したいと回答し
た種目を実施するための
施設26種類のうち保有して
いる種類数で評価

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

※当該設備がある施設の割
合で評価

1 2 3 4 5

~0.7 ~1.4 ~2.0 ~2.7 2.8~

点数

基準

点数

基準

点数

基準

点数

基準

点数

基準
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データを収集することで評価可能な項目の評価基準1/4

定量的に評価可能な指標項目は、評価基準を用いて評価します

評価基準指標項目

施設の
充足性

• 特別支援学校数と開放
有無

• 空調の有無

• シャワーの有無
設備の
充実性

• 更衣室の有無

自治体
の評価

自治体
の評価

自治体
の評価

自治体
の評価

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

※当該設備がある施設の割
合で評価

※当該設備がある施設の割
合で評価

※当該設備がある施設の割
合で評価

点数

基準

点数

基準

点数

基準

点数

基準

• 最寄りの公共交通機関
からの徒歩時間 施設の

評価

1 2 3 4 5

21分
以上

20分
以内

15分
以内

10分
以内

5分
以内

※施設ごとの評価点の平均
で評価

点数

基準

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

アクセ
ス性

自治体
の評価

1 2 3 4 5

1.0~1.4 1.5~2.4 2.5~3.4 3.5~4.4 4.5~5.0

点数

基準

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

※特別支援学校がない自治
体は対象外
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データを収集することで評価可能な項目の評価基準2/4

定量的に評価可能な指標項目は、評価基準を用いて評価します

評価基準指標項目

アクセ
ス性

• 駐車場の有無

• 駐輪場の有無

• 障がい者専用施設にお
ける送迎サービスの有
無

自治体
の評価

自治体
の評価

自治体
の評価

1 2 3 4 5

無 ― ― ― 有

※当該設備がある施設の割
合で評価

点数

基準

点数

基準

点数

基準

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

1 2 3 4 5

~20% ~40% ~60% ~80% ~100%

※当該設備がある施設の割
合で評価

• 利用可能時間
施設の
評価

1 2 3 4 5

~3h ~7h ~11h ~15h 16h~

※施設ごとの評価点の平均
で評価

点数

基準
利用条
件の柔
軟性

自治体
の評価

1 2 3 4 5

1.0~1.4 1.5~2.4 2.5~3.4 3.5~4.4 4.5~5.0

点数

基準
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データを収集することで評価可能な項目の評価基準3/4

定量的に評価可能な指標項目は、評価基準を用いて評価します

評価基準指標項目

• 利用料金

自治体
の評価

1 2 3 4 5

1.0~1.4 1.5~2.4 2.5~3.4 3.5~4.4 4.5~5.0

点数

基準

• 開館/閉館日数
施設の
評価

1 2 3 4 5

4日~/週
閉館

~3日/週
閉館

~2日/週
閉館

~1日/週
閉館

年中無休

※施設ごとの評価点の平均
で評価

点数

基準

利用条
件の柔
軟性

自治体
の評価

1 2 3 4 5

1.0~1.4 1.5~2.4 2.5~3.4 3.5~4.4 4.5~5.0

点数

基準

• 施設の予約システムの
有無 施設の

評価

1 2 3 4 5

無 ―
予約状況
確認機能
のみ有

―
予約機能
有

※施設ごとの評価点の平均
で評価

点数

基準

自治体
の評価

1 2 3 4 5

1.0~1.4 1.5~2.4 2.5~3.4 3.5~4.4 4.5~5.0

点数

基準

施設の
評価

1 2 3 4 5

751円~ ~750円 ~500円 ~250円 無料

※施設ごとの評価点の平均
で評価

点数

基準



42 体育・スポーツ施設に関する調査研究 最終報告書

データを収集することで評価可能な項目の評価基準4/4

定量的に評価可能な指標項目は、評価基準を用いて評価します

評価基準指標項目

• 日本障がい者スポーツ
協会が指定するスポー
ツ指導員資格中級以上
の保有人数

施設の
評価

1 2 3 4 5

無 ― 1名 ― 2名以上

※施設ごとの評価点の平均
で評価

点数

基準

サービ
スの充
実性

自治体
の評価

1 2 3 4 5

1.0~1.4 1.5~2.4 2.5~3.4 3.5~4.4 4.5~5.0

点数

基準

施設の
評価

1 2 3 4 5

~0.0000027 ~0.0000054 ~0.0000081 ~0.0000108 0.0000109~

点数

基準

• 人口1人あたりの専任指
導系職員の人数



スポーツのしやすさ指標の有効活用に向けた
課題と今後の方向性
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自治体の施策立案促進にむけた課題

【参考】自治体へのヒアリングを通して、“指標を活用した施設整備計画の立案・実行”
に取り組むにあたり、4つの課題を認識しました

施策実行までのフロー

従来 新規

施策の実行

振興計画/施設整備施策の立案

現況調査*²結果の
公表

自治体による
現状調査・分析等*¹

指標による評価

現状調査/現況調査

施設の利用の
しやすさ指標

優良事例

計画

予算

調査結果

①

②

③

④

＊1：市町村のニーズ調査や、他市町村の施設事例のデスクトップ調査等。
実施していない自治体も存在
＊2：体育・スポーツ施設の現況調査

自治体の施策立案促進実現に向けた課題

①
 実施率向上を目的とした施設整備に対する予算の確保
 施策の中でも施設整備の優先度は低く、命に係わるこ
と以外で、施設整備に対する予算の確保が困難な状
況

②
 施設整備の優良事例の抽出
 施設整備を検討する際、他市町村の施設と比較するこ
とがあるため、利用促進する観点での優良事例のニー
ズが存在

 既存の評価指標だけではすべての項目で定量評価で
きているわけではないため、優良事例の抽出は困難

④
 リアルタイムな情報収集
 調査結果が公表までに2年を要するため、他自治体の
最新の情報・状態を知ることができない

 調査協力の活用

 調査項目への労力を要する一方で、本来の目的であ
る施策立案には十分に活用されていない

③
 指標を評価するための調査結果項目の拡充
 指標を評価する上で、調査結果の項目が足りておらず、
指標を十分に評価することができていない

 調査項目は変更に時間を要するため、ニーズの変化
に合わせた調査項目の変更に対応しづらい
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課題解決に向けた方向性

【参考】課題解決に向けた検討の中には、調査から、評価までを
一貫して実施可能なシステムを構築することで、解決に近づく項目が存在します

自治体の施策立案促進実現に向けた課題 課題解決に向けた検討の方向性(案)

1. 自治体内での予算の確保
 他施設との比較や、ニーズ調査により、予算要求のしやすさ
を向上させる

2. 国として施設利用の促進に対する予算の確保
 施設整備に加えて、ソフト面の改善向けた補助制度の検討

1. 優良事例の抽出方法の特定
 指標項目が利用のしやすさに有効的で実施率向上につなが
るのかを確認した上で、評価基準を基に優良事例を抽出する

 システム化により、各自治体の求める事例が検索しやすくな
るため、優良事例を抽出する必要がなくなる

1. 現況調査の項目の再検討(R2年度に実施予定)

 指標を定量評価するための調査項目の追加を検討する
2. 現況調査と指標のシステム化
 項目の変更に柔軟に対応できる
 リアルタイムで調査結果の更新・指標の評価を行うことができ
る

 調査結果を自治体だけでなく、市民にも見える化することによ
り、施設情報を発信し、利用促進に取り組むことができる

システム化により
アプローチ可能

①
 実施率向上を目的とした施設整備に対する予算の確保
 施策の中でも施設整備の優先度は低く、命に係わるこ
と以外で、施設整備に対する予算の確保が困難な状
況

②
 施設整備の優良事例の抽出
 施設整備を検討する際、他市町村の施設と比較するこ
とがあるため、利用促進する観点での優良事例のニー
ズが存在

 既存の評価指標だけではすべての項目で定量評価で
きているわけではないため、優良事例の抽出は困難

④
 リアルタイムな情報収集
 調査結果が公表までに2年を要するため、他自治体の
最新の情報・状態を知ることができない

 調査協力の活用
 調査項目への労力を要する一方で、本来の目的であ
る施策立案には十分に活用されていない

③
 指標を評価するための調査結果項目の拡充
 指標を評価する上で、調査結果の項目が足りておらず、
指標を十分に評価することができていない

 調査項目は変更に時間を要するため、ニーズの変化
に合わせた調査項目の変更に対応しずらい
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システムを活用した施策立案促進の流れ（イメージ）

【参考】現況調査/指標策定を一貫して行える調査システムの導入においては、
①自治体別、②施設/サービス別に行う調査・評価を、比較し確認できることが重要です

1. 現況調査・指標評価・評価結果公表の一連の取組が実施できること

2. 自治体別・施設別に情報を調べることが可能で、他自治体と比較できること

3. 市民へも施設の情報提供ができること

システム要件
（想定）

現況調査/利用のしやすさ指標 結果公表

現況調査
項目作成

自
治
体

国

住
民

システム

現況調査回答/
施設・サービス情報入力

システム

指標の評価・
公表

システム

指標結果
確認・比較

施設/サービ
ス情報確認

システム

システム

施策
立案

施策案

意見・要望
提出

システム
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